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研究成果の概要（和文）：本研究は、身体の発達の基礎作りとなる幼児期において、N市内の保育園と協力し、
身体状況・運動器機能・食事摂取状況・身体活動状況・日常生活状況の実態把握を行い、身体状況や運動器機能
と関連する食事や生活習慣の検討の実施、教育プログラムの作成、を目的として検討を行った。最終的にご協力
いただいた児の総数は463名であった。体幹バランスと柔軟性を鍛える遊びや運動を家庭と保育園で取り入れる
こと、減塩を行うこと、朝食欠食をしないこと、休日に体を動かす遊びの時間を確保すること、スクリーンタイ
ムや菓子類摂取の個別評価も有用であることが分かり、教育プログラムの作成につながった。

研究成果の概要（英文）：This study was conducted in cooperation with a nursery school in N city in 
order to determine the actual conditions of physical condition, locomotor function, food intake, 
physical activity and daily life in early childhood, which is the foundation of physical 
development, and to study the diet and lifestyle related to physical condition and locomotor 
function, and to create educational programs. The total number of children who participated in the 
final study was 463. The study found that incorporating games and exercises that strengthen core 
balance and flexibility at home and in daycare, reducing salt intake, not skipping breakfast, making
 time for physical play on vacations, and individually assessing screen time and sweets intake were 
also useful. These findings led to the creation of an educational program.

研究分野： 応用栄養学、栄養疫学

キーワード： 子ども　食習慣　身体活動状況

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、これまでエビデンスが世界的に不足しているが、身体の発達の基礎作りとなる幼児期において、N市
内の保育園と協力し、以下について明らかにすることができた：①身体状況・運動器機能・食事摂取状況・身体
活動状況・日常生活状況の実態把握、②身体状況や運動器機能と関連する食事や生活習慣の検討の実施。そし
て、得られた結果を、子どもの健全な運動器機能の発達がサポート可能な、食事と生活習慣に焦点を当てた教育
プログラム案を作成することが可能となった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
これまで、運動器機能低下のリスクは、特に加齢に伴う足腰の衰えや移動能力の低下からの寝

たきりリスクといった、高齢期の健康課題として特に問題視されてきた。しかしながら近年は、
成人期以前でも運動器機能低下がみられることが日本を含む先進諸国で課題となっており、そ
の主要な背景には食事、身体活動状況を含む生活習慣が挙げられる。そして、学童期から青年期
の運動器機能低下は、成人期以降の内臓脂肪や体脂肪量総量の増加につながり、高齢期の早い段
階での身体活動度の低下や要介護リスクが増加することが報告されている。以上の背景から、平
成 28 年度から学校保健安全法施行規則の一部改正により、小学校から高校生までの運動器機能
診断（しゃがみこみ、片足立ち、上腕垂直挙上、立位体前屈）が義務付けられた。しかし、運動
器を含む身体の発達は年少の幼児期でより急速であるにもかかわらず、幼児期の運動器機能と
食生活や身体活動状況、起床・就寝時間などの基本的生活習慣との関連性については、定量的な
科学的根拠が国内外問わず不足しており、幼児期の科学的根拠に基づいた健康・栄養課題の同定
とその解決方策の同定が必要である。 
 
 
 
２．研究の目的 
本研究は、これまでエビデンスが世界的に不足しているが、身体の発達の基礎作りとなる幼児期
において、N 市内の保育園と協力し、①身体状況・運動器機能・食事摂取状況・身体活動状況・
日常生活状況の実態把握を行い、②身体状況や運動器機能と関連する食事や生活習慣の検討の
実施、③ 「子どもの健全な運動器機能」の発達がサポート可能な、食事と生活習慣に焦点を当
てた教育プログラムの作成、を目的として検討を行った。 
 
 
 
３．研究の方法 
N 市内の保育園に通園する園児を対象に、以下の事項について情報を収集した。収集方法は、

身体計測と運動器機能については保育園の既存情報、研究者による測定により行い、質問紙につ
いては、園児の保護者による回答により収集した：身体状況（身体計測：身長・体重、体組成、
臍部皮下脂肪厚）、運動器機能（握力測定、運動器機器チェック 4 項目：片足立ち・しゃがみ込
み・上腕垂直挙上・体前屈）、食事摂取状況（簡易型自記式食事歴法質問票（BDHQ3y））、身体活
動状況（テレビ・PC 等使用時間、遊び・運動をする場所と時間）、生活習慣調査（起床・就寝時
間、家族人数、朝食・昼食・夕食・間食の 1週間の回数と時間、外食回数、喫食人数、保護者の
勤務内容と勤務時間）。 
対象となる市立保育園は、N市保育課との協議により、N市にある全市立保育園（87 園）から

選定した。申請者が関係する研究者の子が市立保育園に通園中の場合、その保育園は除外した。
なお、本研究は、園児の保護者にインフォームド・コンセント、園児にインフォームド・アセン
トをとり、園児と保護者に不利益がおよばないよう十分に配慮して研究を実施した。上記の調査
で得たデータから、幼児期の①身体状況・運動器機能・食事摂取状況・身体活動状況・日常生活
状況の実態、②身体・運動器機能の発育の違いによる食事要因、身体活動要因、環境要因につい
て解析を行った。 
 
 
 
４．研究成果 
 研究開始初年度に 2 園から
の協力を得、研究計画内で 11
園からの協力を得た。最終的
にご協力いただいた児の総数
は 463 名であった。まず、①
身体状況・運動器機能・食事摂
取状況・身体活動状況・日常生
活状況の実態把握として得ら
れた結果を次に示す。身体状
況・給食喫食状況については、
身長、体重は年齢があがると
ともに平均値が高値となり、
握力、舌圧も年齢とともに平
均値が高値となった。運動器 図 1 運動器チェックの状況 



チェック（片足立ち・しゃがみ
こみ・上腕垂直挙上・体前屈）
においても年齢とともに筋
力、体幹バランス、柔軟性が良
好な割合が多くなったが、体
前屈 4 つの項目中で 5 歳児の
できた割合が最も少なかった
（図 1）。習慣的な食物摂取状
況については、エネルギー、た
んぱく質等は、日本人の食事
摂取基準の量と比較して、大
きな差はみられなかった。一
方、習慣的な摂取量が、基準よ
り少ない児が多かった栄養素
は、ビタミン A、ビタミン B１、
カルシウムであった。一方、習
慣的な摂取量が基準より多い
児が多かったのは食塩相当量
であった（図 2）。また、年齢
があがるにともなって、摂取
量が増加する傾向はみられな
かった。食品群別摂取量につ
いて、野菜類の平均摂取量が
95g/日と少ないことが示され
た。生活習慣状況については、
朝食摂取頻度は、平日・休日と
もに 9 割以上が毎日摂取して
いた。1 日のテレビやラジオ
の視聴時間は、平日では 1 時
間~1 時間 59 分が 40％と最も多いのに対し、休日では 4 時間~4 時間 59 分が最も多くなった
（図 3）。1 日のパソコン・スマートフォン・タブレットを使用、テレビゲームをする時間は、
30 分未満の子どもは平日・休日ともに半数以上であったが、1 時間以上パソコン・スマートフ
ォン・タブレットを使用、テレビゲームをする子どもの割合が高い傾向にあった。 
 以上の結果から、身体状況に関しては、体幹バランスと柔軟性を鍛える遊びや運動を、家庭と
保育園で取り入れることが望まれた。習慣的な食物摂取状況としては、保育園の給食で、不足し
がちなビタミン A、ビタミン B1、カルシウムを多く提供することが望まれた。一方、食塩につい
ては、保護者を含めて食育等をとおして、減らす必要性が示された。生活習慣状況については、
朝食を平日・休日ともに全員が摂取することが望まれる。また、休日では、体を動かす遊びの時
間を増やすなどして、適切なスクリーンタイムを確保することが望まれた。 
 また、②身体・運動器機能の発育の違いによる食事要因、身体活動要因、環境要因について解
析し、次のような知見が得られた。まず、幼児期のメディア視聴状況と体格、栄養素等・食品群
別摂取量、生活習慣との関連について検討したところ、メディア視聴時間の分布は、4時間未満
群 80.7%、4 時間以上群 19。3%であった。栄養素等摂取量について、4時間以上群でたんぱく質、
カリウム、カルシウム、マグネシウム、鉄、亜鉛、ビタミン A、D、K、B1、B2、C、総食物繊維の
摂取量が有意に少なかった。食品群別摂取量では、4時間以上群で緑黄色野菜類、その他の野菜
類、きのこ類、海藻類、魚介類、砂糖類の摂取量が有意に少なく、菓子類、嗜好飲料類の摂取量
が有意に多かった。生活習慣では、4時間以上群で、有意に平日起床時刻、平日朝食時刻が遅か
った。また、2 時間未満群を基準として、4時間以上群で、「休日に室内より戸外で遊ぶ」、「体を
活発に動かして遊ぶ」児が有意に少なかった。BMI では、群間差はみられなかった。このことか
ら、幼児期におけるメディア視聴状況の違いが、栄養素等摂取量・食品群別摂取量・生活習慣と
関連がみられ、適切なメディア視聴時間の設定の必要性が示唆された。 
さらに、児がエネルギー摂取量のうち菓子類から得られるエネルギー摂取比率に応じて、10%E

未満、10～15%E、15％E 以上の 3群に分けた場合、日本人の食事摂取基準から算出したたんぱく
質、鉄、食物繊維、塩分の栄養充足率は、15%E 以上群よりも 10%E 未満群で有意に高値であった。
脂質および飽和脂肪酸の充足率は、15%E 以上群で有意に高かった。緑黄色野菜、その他の野菜、
魚、砂糖の食品群摂取量は、15%E 以上群よりも 10%E 未満群で有意に高く、飲料摂取量は、15%E
以上群よりも 10%E 未満群で有意に低かった。メディア視聴時間は、15%E 以上群よりも 10%E 未
満群が有意に短かった。BMI と家庭環境は、3群間で有意差は認められなかった。このことから、
菓子類摂取に偏らない食品摂取の重要性が示唆された。 
本研究内容は、国内・国内学会にて発表のほか、現在査読付き英文誌に投稿中である。そして、

①②の結果で得られた点を、現在③「子どもの健全な運動器機能」の発達がサポート可能な、食
事と生活習慣に焦点を当てた教育プログラムとして案を作成し、実施調整中である。今後は、③
の検証とともに効果的な教育プログラムのための裏付けをしていくことが望まれる。 

図 2 食塩相当量の分布状況 

図 3 平日と休日のテレビやラジオの視聴時間の分布状況 
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